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平成１７年 ３月期   個別中間財務諸表の概要          平成 16 年 11 月 22 日 

 

上 場 会 社 名        株式会社  九電工                           上場取引所 東 福 

コ ー ド 番 号         １９５９                                               本社所在都道府県 

（ＵＲＬ  http://www.kyudenko.co.jp ）                                 福岡県 

代  表  者 代表取締役社長   河部 浩幸 

問合せ先責任者 取締役経理部長   小野 壽明                    ＴＥＬ (092) 523－1239 

中間決算取締役会開催日 平成 16 年 11 月 22 日         中間配当制度の有無            有 

中間配当支払開始日   平成 16 年 12 月 10 日         単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
 
１． 16 年 9 月中間期の業績(平成 16 年 4 月 1 日～平成 16 年 9 月 30 日) 
(1)経営成績                                                     （金額の表示  百万円未満切捨て） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

73,587   △  8.8 
80,652   △  2.4 

△ 1,768       － 
△ 2,608       － 

△   491       － 
△   892       － 

16 年 3 月期     204,021        2,426         5,307  
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

 百万円    ％ 円 銭 

16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

△ 1,299       － 
△ 1,263       － 

△ 17.39 
△ 16.41 

16 年 3 月期        1,235  15.38  
(注) ①期中平均株式数 16年9月中間期74,715,076 株 15 年 9 月中間期76,982,260 株 16 年 3 月期76,079,254 株
 ②会計処理の方法の変更  無  

 ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 
1 株当たり 
中間配当金 

1 株当たり 
年間配当金 

(注)16 年 9 月中間期 中間配当金の内訳
  普通配当   5 円 00 銭 

  円 銭  円 銭   記念配当   1 円 00 銭 

16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

6.00 
5.00 

― 
― 

 

16 年 3 月期 ――――― 10.00  
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

       百万円       百万円          ％ 円  銭 

16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

189,481 
183,550 

68,877 
68,792 

36.4 
37.5 

921.99 
907.27 

16 年 3 月期 198,448 70,569 35.6 943.54  
(注) ①期末発行済株式数 16年9月中間期74,705,303 株 15 年 9 月中間期75,823,714 株 16 年 3 月期74,723,525 株
 ②期末自己株式数 16年9月中間期 8,300,516 株 15 年 9 月中間期 7,182,105 株 16 年 3 月期 8,282,294 株
 
２．17 年 3 月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金 
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通   期 205,000 4,000 1,300    5.00   11.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 17 円 40 銭  
 ※上記の予想は、本資料の発表日現在の将来に関する前提･見通し･計画に基づく予測が含まれております。 
   実際の業績は、今後様々な要因により、予想数値と異なる可能性があります。 
   なお、上記の予想に関する事項は、連結添付資料の７ページを参照してください。 
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  個別中間財務諸表等 

  中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

 

  
前中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

構成比
(％) 金額(百万円) 

構成比
(％) 金額(百万円) 

構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

現金預金  16,345 17,818 22,490 

受取手形  13,803 12,217 13,334 

完成工事未収入金  20,462 16,777 36,479 

有価証券  12,878 12,427 13,872 

未成工事支出金  28,150 34,893 19,368 

材料貯蔵品  352 323 333 

繰延税金資産  3,900 3,104 2,665 

その他 ※３ 2,775 4,552 2,762 

貸倒引当金  △167 △143 △123 

流動資産合計   98,503 53.7 101,971 53.8  111,184 56.0

    

Ⅱ 固定資産    

有形固定資産 ※１   

建物  24,163 24,783 25,023 

土地  23,181 23,098 23,100 

その他  2,864 2,437 2,300 

有形固定資産計  50,209 50,318 50,424 

    

無形固定資産  1,145 1,134 1,101 

    

投資その他の資産    

投資有価証券  9,987 11,299 11,077 

長期貸付金  6,900 6,846 6,901 

繰延税金資産  14,582 15,892 15,929 

その他  4,985 4,994 5,167 

貸倒引当金  △2,762 △2,976 △3,339 

投資その他の資産計  33,692 36,056 35,737 

固定資産合計   85,047 46.3 87,510 46.2  87,264 44.0

資産合計   183,550 100 189,481 100  198,448 100 
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前中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

構成比
(％) 金額(百万円) 

構成比
(％) 金額(百万円) 

構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

支払手形  7,960 7,533 9,205 

工事未払金  24,473 28,065 38,444 

短期借入金  15,000 13,000 14,000 

キャッシュ・マネジメン
ト・サービス借入金 

※４ 3,967 4,601 5,560 

未払法人税等  ― 88 3,089 

未成工事受入金  17,903 20,924 11,047 

完成工事補償引当金  54 40 42 

その他 ※３ 3,544 3,626 3,910 

流動負債合計   72,903 39.7 77,880 41.1  85,300 43.0

    

Ⅱ 固定負債    

退職給付引当金  41,362 32,103 42,058 

役員退職慰労引当金  394 537 461 

退職給付制度移行時 
未払金 

※５ ― 10,024 ― 

その他  97 58 58 

固定負債合計   41,854 22.8 42,723 22.5  42,578 21.4

負債合計   114,757 62.5 120,603 63.6  127,879 64.4

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   7,901 4.3 7,901 4.2  7,901 4.0

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金  7,889 7,889 7,889 

資本剰余金合計   7,889 4.3 7,889 4.2  7,889 4.0

Ⅲ 利益剰余金    

利益準備金  ― ― ― 

任意積立金  54,974 55,009 54,974 

中間(当期)未処分利益  587 933 2,707 

利益剰余金合計   55,561 30.3 55,943 29.5  57,681 29.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  532 0.3 729 0.4  674 0.3

Ⅴ 自己株式   △3,092 △1.7 △3,586 △1.9  △3,577 △1.8

資本合計   68,792 37.5 68,877 36.4  70,569 35.6

負債資本合計   183,550 100 189,481 100  198,448 100 
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② 中間損益計算書 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高    

完成工事高  80,054 73,039 202,770 

兼業事業売上高  597 80,652 100 548 73,587 100 1,250 204,021 100 

Ⅱ 売上原価 ※１   

完成工事原価  76,756 68,804 189,581 

兼業事業売上原価  526 77,282 95.8 470 69,275 94.1 1,104 190,685 93.5

売上総利益    

完成工事総利益  3,298 4,235 13,188 

兼業事業総利益  71 3,369 4.2 77 4,312 5.9 146 13,335 6.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  5,978 7.4 6,081 8.3  10,908 5.3

営業利益   ― ― ― ―  2,426 1.2

営業損失   2,608 △3.2 1,768 △2.4  ― ―

Ⅳ 営業外収益    

受取利息  8 11 22 

その他 ※２ 1,815 1,824 2.2 1,350 1,362 1.9 3,070 3,092 1.5

Ⅴ 営業外費用    

支払利息  75 68 140 

その他  32 108 0.1 16 85 0.1 70 211 0.1

経常利益   ― ― ― ―  5,307 2.6

経常損失   892 △1.1 491 △0.7  ― ―

Ⅵ 特別利益 ※３  336 0.4 677 0.9  487 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４  1,126 1.4 1,985 2.7  2,075 1.0

税引前当期純利益   ― ― ― ―  3,719 1.8

税引前中間純損失   1,683 △2.1 1,798 △2.4  ― ―

法人税、住民税 
及び事業税 

※５ △419 △499 3,150 

法人税等調整額 ※５ ― △419 △0.5 ― △499 △0.7 △666 2,484 1.2

当期純利益   ― ― ― ―  1,235 0.6

中間純損失   1,263 △1.6 1,299 △1.8  ― ―

前期繰越利益   89 2,233  89

利益準備金取崩額   1,760 ―  1,760

中間配当額   ― ―  379

中間(当期)未処分利益   587 933  2,707
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

①売買目的有価証券 

時価法(売却原価は移動平均

法により算定) 

②子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

③その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

①売買目的有価証券 

同左 

 

②子会社株式及び関連会社株式 

同左 

③その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

①売買目的有価証券 

同左 

 

②子会社株式及び関連会社株式 

同左 

③その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定) 

時価のないもの 

同左 
   
（2）たな卸資産 

①未成工事支出金 

個別法による原価法 

②材料貯蔵品 

総平均法による原価法 

（2）たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

②材料貯蔵品 

同左 

（2）たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

②材料貯蔵品 

同左 

   

２ 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

 建物(建物附属設備を含む)

については定額法、建物以外

については定率法によってい

る。 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っている。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

同左 

   
（2）無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用している。 

（2）無形固定資産 

同左 

 

（2）無形固定資産 

同左 

   
（3）長期前払費用 

 定額法によっている。 

（3）長期前払費用 

同左 

（3）長期前払費用 

同左 
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前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れ

による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上

している。 

３ 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

同左 

   
（2）完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費

用に備えるため、当中間会計期

間末に至る１年間の完成工事高

に対する将来の見積補償額に基

づいて計上している。 

(追加情報) 

 従来、当中間会計期間末に至

る１年間の完成工事高の1/1,000

相当額を計上していたが、より

実態に即した算定を行うため、

当中間会計期間から過去の実績

率を基に算出した見積補償額を

計上する方法に変更した。 

 この変更により、従来の方法

によった場合に比べ、税引前中

間純損失は145百万円少なく計上

されている。 

（2）完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用

に備えるため、当中間会計期間末

に至る１年間の完成工事高に対す

る将来の見積補償額に基づいて計

上している。 

 

（2）完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費

用に備えるため、当期完成工事

高に対する将来の見積補償額に

基づいて計上している。 

 

(追加情報) 

 従来、当期完成工事高に対し

て1/1,000相当額を計上していた

が、より実態に即した算定を行

うため、当事業年度から過去の

実績率を基に算出した見積補償

額を計上する方法に変更した。 

  この変更により、従来の方法

によった場合に比べ、営業利益

及び経常利益が3百万円、税引前

当期純利益は161百万円多く計上

されている。   
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前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

（3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

 過去勤務債務（債務の減額）

については、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間の

年数(14年)による定額法により

按分した額を発生時から費用の

減額処理している。 

 数理計算上の差異について

は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間の年数(14～

16年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理している。 

（3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

 過去勤務債務（債務の減額）

については、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間の

年数(14年)による定額法により

按分した額を発生時から費用の

減額処理している。 

 数理計算上の差異について

は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間の年数(14～

16年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理している。 

（追加情報） 

 なお、当社は、確定拠出年金

法の施行に伴い、平成16年10月

に税制適格年金制度及び退職一

時金制度を廃止し、また、当社

を母体とする九電工厚生年金基

金を解散し、新たな退職給付年

金制度並びに確定拠出年金制度

へ移行した。 

 本移行に伴い、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針第1

号）及び「退職給付制度間の移

行等の会計処理に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第2

号）を適用し、退職一時金制度

から確定拠出年金制度への移行

に伴う損失見込額を、特別損失

に1,337百万円計上している。 

 

（3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

 過去勤務債務（債務の減額）

については、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間の

年数(14年)による定額法により

按分した額を発生時から費用の

減額処理している。 

 数理計算上の差異について

は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間の年数(14～

16年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理している。 

（4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金内規

により計算した支給基準額を計

上している。 

（4）役員退職慰労引当金 

同左 

 

（4）役員退職慰労引当金 

同左 

 

   

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

 

４ リース取引の処理方法 

同左 
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前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っている。 

 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

 

 

 

 

追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(未払賞与に対応する社会保険料会

社負担額の費用処理方法) 

 従来、賞与に対応する社会保険料

会社負担額については支出時の費用

として処理していたが、厚生年金保

険法等の改正により、平成15年４月

から保険料算定方式に総報酬制が導

入されたことに伴い、重要性が増し

たため、当中間会計期間から未払賞

与に対応する負担額を費用処理する

方法に変更した。 

 この変更により、従来の方法によ

った場合に比べ、営業損失、経常損

失及び税引前中間純損失は444百万

円多く計上されている。 

―――――――――― 

 

(未払賞与に対応する社会保険料会

社負担額の費用処理方法) 

 従来、賞与に対応する社会保険料

会社負担額については支出時の費用

として処理していたが、厚生年金保

険法等の改正により、平成15年４月

から保険料算定方式に総報酬制が導

入されたことに伴い、重要性が増し

たため、当事業年度から未払賞与に

対応する負担額を費用処理する方法

に変更した。 

 この変更により、従来の方法によ

った場合に比べ、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は418百万

円少なく計上されている。 

   

(工事原価区分) 

 当中間会計期間において、営業所

の施工体制強化とコスト削減を目的

とした、受注・施工体制の一元化管

理の推進及び新会計基幹システムの

構築に伴い、間接経費の配賦基準の

細分化や新たな個別工事原価管理制

度を導入した。 

 これに伴い、従来、販売費及び一

般管理費として処理していた費用の

一部を工事原価として処理すること

とした。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べ、未成工事支出金は1,383

百万円、完成工事原価は1,335百万

円、兼業事業売上原価は8百万円多

く、販売費及び一般管理費は2,727

百万円少なく計上され、また営業損

失、経常損失及び税引前中間純損失

は1,383百万円少なく計上されてい

る。 

―――――――――― 

 

(工事原価区分) 

 当事業年度において、営業所の施

工体制強化とコスト削減を目的とし

た、受注・施工体制の一元化管理の

推進及び新会計基幹システムの構築

に伴い、間接経費の配賦基準の細分

化や新たな個別工事原価管理制度を

導入した。 

 これに伴い、従来、販売費及び一

般管理費として処理していた費用の

一部を工事原価として処理すること

とした。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べ、未成工事支出金は1,153

百万円、完成工事原価は6,251百万

円、兼業事業売上原価は16百万円多

く、販売費及び一般管理費は7,421

百万円少なく計上され、また営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益

は1,153百万円多く計上されてい

る。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

 
前中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 
前事業年度末 

(平成16年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

27,022百万円 

有形固定資産減価償却累計額 

27,881百万円

有形固定資産減価償却累計額 

27,471百万円
    
 ２ 偶発債務 

 次のとおり債務の保証を行って

いる。 

偶発債務 

 次のとおり債務の保証を行って

いる。 

偶発債務 

 次のとおり債務の保証を行って

いる。 

 （1）三菱信託銀行㈱他４行 

九電工共済会 

(当社の福利厚生団体) 

借入契約 553百万円
 

（1）三菱信託銀行㈱他４行 

九電工共済会 

(当社の福利厚生団体) 

借入契約 495百万円
 

（1）三菱信託銀行㈱他４行 

九電工共済会 

(当社の福利厚生団体) 

借入契約 530百万円
     

 （2）㈱三井住友銀行 

九州電工ホーム㈱ 

顧客借入連帯保証 2百万円

計 555百万円
 

（2）㈱東京三菱銀行 

九連環境開發股份公司 

ボンド発行保証 3百万円
 

（2）㈱東京三菱銀行 

九連環境開發股份公司 

ボンド発行保証 3百万円
 

    
  （3）㈱三井住友銀行 

九州電工ホーム㈱ 

顧客借入連帯保証 1百万円

計 500百万円
 

（3）㈱三井住友銀行 

九州電工ホーム㈱ 

顧客借入連帯保証 2百万円

計 536百万円
     

  このほかに下記関係会社の金融

機関からの借入に対し、保証予約

を行っている。 

 このほかに下記関係会社の金融

機関からの借入に対し、保証予約

を行っている。 

 このほかに下記関係会社の金融

機関からの借入に対し、保証予約

を行っている。 

 九州電工ホーム㈱ 109百万円
 

九州電工ホーム㈱ 65百万円
 

九州電工ホーム㈱ 87百万円
     

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ流動負債の「その

他」に含めて表示している。 

消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ流動資産の「そ

の他」に含めて表示している。 

――――― 

    
※４  連結子会社を対象にしたキャッ

シュ・マネジメント・サービスに

よる借入金である。 

同左 同左 

    

※５ ―――――  「退職給付制度移行時未払金」

は、平成16年10月1日付で、退職

一時金制度から確定拠出年金制度

へ移行したことに伴って発生した

移換金の未払いである。 

――――― 

    

 ６  当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため主要取引金融機関と

貸出コミットメント契約を締結し

ている。 

 当中間会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入未実行

残高は次のとおりである。 

貸出コミットメ
ントの総額 

20,000百万円

借入実行残高 7,000百万円

差引額 13,000百万円
  

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため主要取引金融機関と

貸出コミットメント契約を締結し

ている。 

 当中間会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入未実行

残高は次のとおりである。 

貸出コミットメ
ントの総額 

20,000百万円

借入実行残高 7,000百万円

差引額 13,000百万円
  

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため主要取引金融機関と

貸出コミットメント契約を締結し

ている。 

 当事業年度末における貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高

は次のとおりである。 

貸出コミットメ
ントの総額 

20,000百万円

借入実行残高 7,000百万円

差引額 13,000百万円
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(中間損益計算書関係) 

 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１ 減価償却実施額 

有形固定資産 686百万円

無形固定資産 143百万円
 

減価償却実施額 

有形固定資産 673百万円

無形固定資産 138百万円
 

減価償却実施額 

有形固定資産 1,407百万円

無形固定資産 300百万円
     

※２  営業外収益「その他」のうち主

要なものは、次のとおりである。 

有価証券運用益 883百万円

企業保険配当金 406百万円
 

 営業外収益「その他」のうち主

要なものは、次のとおりである。

企業保険配当金 444百万円

有価証券運用益 357百万円
 

 営業外収益「その他」のうち主

要なものは、次のとおりである。

有価証券運用益 1,751百万円

企業保険配当金 405百万円
     

※３ ―――――  特別利益のうち主要なものは、

次のとおりである。 

固定資産売却益 

 土地 
417百万円

 

――――― 

    

※４  特別損失のうち主要なものは、

次のとおりである。 
関係会社貸倒引当
金繰入額 461百万円

 
 

 特別損失のうち主要なものは、

次のとおりである。 
退職一時金制度か
ら確定拠出年金制
度への移行に伴う
損失見込額 

1,337百万円

転籍制度、選択定
年制度の適用者に
対する割増退職金

465百万円

 

 特別損失のうち主要なものは、

次のとおりである。 
関係会社貸倒引当
金繰入額 711百万円

転籍制度、選択定
年制度の適用者に
対する割増退職金 

523百万円

 

    
※５  当中間会計期間における税金費

用については、簡便法による税効

果会計を適用しているため、法人

税等調整額は、「法人税、住民税

及び事業税」に含めて表示してい

る。 

同左 ――――― 
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 
   
①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

減価償却
累計額
相当額

中間期末 
残高 
相当額 

 (百万円) (百万円)(百万円) 

建物 12 11 1 

その他の有
形固定資産 

3,817 1,861 1,956 

合計 3,829 1,872 1,957 
 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

 
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

 (百万円)(百万円)(百万円)

建物 41 4 37

その他の有
形固定資産

3,861 2,004 1,856

合計 3,902 2,008 1,894
 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

 
取得価額 
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

期末残高
相当額

 (百万円) (百万円)(百万円)

建物 12 11 0

その他の有
形固定資産 

4,121 2,171 1,949

合計 4,133 2,183 1,950
    

②未経過リース料中間期末残高相当

額 

１年内 580百万円

１年超 1,444百万円

合計 2,024百万円
 

②未経過リース料中間期末残高相当

額 

１年内 598百万円

１年超 1,362百万円

合計 1,961百万円
 

②未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 599百万円

１年超 1,418百万円

合計 2,017百万円
    

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 344百万円
 

支払リース料 350百万円 支払リース料 688百万円

減価償却費相当額 309百万円
 

減価償却費相当額 317百万円 減価償却費相当額 620百万円

支払利息相当額 35百万円
 

支払利息相当額 33百万円 支払利息相当額 69百万円
   
④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   

⑤利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

る。 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株

式で時価のあるものはない。 

 

(１株当たり情報) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産額 907.27円
 

１株当たり純資産額 921.99円
 

１株当たり純資産額 943.54円
 

１株当たり中間純損失 16.41円
 

１株当たり中間純損失 17.39円
 

１株当たり当期純利益 15.38円
 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株
式が存在しないため記載していない。 

  ２．１株当たり中間(当期)純損益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

当期純利益 
又は中間純損失(△)(百万円) 

△1,263 △1,299 1,235 

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

― ― 65 

（うち利益処分による 
役員賞与金(百万円)） 

(―) (―) (65)

普通株式に係る当期純利益 
又は中間純損失(△)(百万円) 

△1,263 △1,299 1,170 

普通株式の 
期中平均株式数(千株) 

76,982 74,715 76,079 
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２.部門別の売上高・工事受注高・期末手持工事高の内訳  

 
 １．売 上 高        単位 百万円（未満切捨） 

前中間期(15.4～15.9) 当中間期(16.4～16.9) 対前年同期増減 前  期（15.4～16.3）         期 別 
 部門別 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比

配 電 線 工 事 23,103 28.7% 24,817 33.7% 1,714 7.4% 49,051 24.1%

屋 内 線 工 事 38,319 47.5 28,106 38.2 △10,212 △26.7 102,643 50.3

空 調 管 工 事 18,632 23.1 20,115 27.4 1,483 8.0 51,075 25.0

計 80,054 99.3 73,039 99.3 △7,014 △8.8 202,770 99.4

兼業事業売上高 597 0.7 548 0.7 △49 △8.3 1,250 0.6

合    計 80,652 100 73,587 100 △7,064 △8.8 204,021 100 

 ２．工事受注高        単位 百万円（未満切捨） 

前中間期(15.4～15.9) 当中間期(16.4～16.9) 対前年同期増減 前  期（15.4～16.3）         期 別 
 部門別 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比

配 電 線 工 事 24,340 24.4% 25,517 24.9% 1,176 4.8% 49,743 24.9%

屋 内 線 工 事 47,701 47.9 49,822 48.6 2,121 4.4 95,110 47.5

空 調 管 工 事 27,640 27.7 27,237 26.5 △402 △1.5 55,186 27.6

合    計 99,681 100  102,577 100 2,895 2.9 200,040 100 

 ３．期末手持工事高       単位 百万円（未満切捨） 

前中間期（15.9.30） 当中間期（16.9.30） 対前年同期増減 前  期（16.3.31）          期 別 
 部門別 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比

配 電 線 工 事 1,834 1.6% 1,989 1.6% 154 8.4% 1,289 1.4%

屋 内 線 工 事 71,125 61.5 75,927 61.9 4,801 6.8 54,210 58.1

空 調 管 工 事 42,614 36.9 44,839 36.5 2,225 5.2 37,717 40.5

合    計 115,574 100   122,755 100 7,181 6.2 93,217 100 

 ４．得意先別完成工事高       単位 百万円（未満切捨） 

前中間期(15.4～15.9) 当中間期(16.4～16.9) 対前年同期増減 前  期（15.4～16.3）         期 別 
 得意先 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比

九 州 電 力 ㈱ 24,054 30.0% 27,113 37.1% 3,059 12.7% 51,177 25.2%

官 公 庁 3,468 4.4 3,831 5.3 362 10.5 23,244 11.5

一 般 民 間 52,531 65.6 42,094 57.6 △10,437 △19.9 128,348 63.3

合    計 80,054 100  73,039 100  △7,014 △8.8 202,770 100 

 ５．得意先別工事受注高       単位 百万円（未満切捨） 

前中間期(15.4～15.9) 当中間期(16.4～16.9) 対前年同期増減 前  期（15.4～16.3）         期 別 
 得意先 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比

九 州 電 力 ㈱ 25,747 25.8% 25,929 25.3% 182 0.7% 53,867 26.9%

官 公 庁 11,100 11.2 10,824 10.5 △275 △2.5 22,331 11.2

一 般 民 間 62,833 63.0 65,823 64.2 2,989 4.8 123,841 61.9

合    計 99,681 100  102,577 100  2,895 2.9 200,040 100 

 

３．当期（16．4．1～17．3．31）の売上高・工事受注高の予想 
（単位 百万円)     

部 門 別 売 上 高 工 事 受 注 高 

配 電 線 工 事 48,000 48,000 

屋 内 線 工 事 97,000 100,000 

空 調 管 工 事 58,800 56,000 

計 203,800 204,000 

兼業事業売上高 1,200  

合 計 205,000  




